
 

豊橋市鉄軌道事業者電気価格高騰対策支援金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、豊橋市補助金等交付規則（平成７年豊橋市規則第８号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、豊橋市鉄軌道事業者電気価格高騰対策支援金

（以下「支援金」という。）の交付について必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 この支援金は、電気価格高騰の影響を受け、経営状況が厳しい中でも市民生

活を支える重要な社会基盤として運行を継続している市内の鉄軌道事業者に令和４

年度及び令和５年度の電気価格高騰に対する支援金を交付することにより、市内の

鉄軌道の運行を維持し、もって本市の公共交通ネットワークの維持を図ることを目

的とする。 

（支援対象事業者） 

第３条 支援金の交付の対象となる者（以下「支援対象事業者」という。）は、市内

に本店を有し、市の区域内を運行する鉄軌道事業者とする。 

（暴力団等の排除） 

第４条 前条の規定にかかわらず、市長は、支援対象事業者が次の各号のいずれかに

該当すると認めたときは、支援金の交付の決定をしないことができる。 

 (１) 豊橋市暴力団排除条例（平成23年豊橋市条例第２号）第２条第１号に規定す

る暴力団（以下「暴力団」という。） 

 (２) 豊橋市暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」

という。） 

(３) 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者（以下「暴力団員等」という。） 

(４) 暴力団、暴力団員又は暴力団員等をその構成員に含む法人その他の団体 

（支援金の額） 

第５条 支援金の額は、予算の範囲内で、次の各号に定めるとおりとする。 

 (１) 令和４年度の電気価格高騰に対しては、支援対象事業者の所有する鉄道車両

の数に25万円を乗じて得た額及び軌道車両の数に２万円を乗じて得た額の合計額

とする。 

 (２) 令和５年度の電気価格高騰に対しては、支援対象事業者の所有する鉄道車両

の数に35万円を乗じて得た額及び軌道車両の数に７千円を乗じて得た額の合計額

とする。 

（支援金の交付申請） 

第６条 規則第４条第１項の規定による支援金の交付の申請は、豊橋市鉄軌道事業者



 

電気価格高騰対策支援金交付申請書（様式第１）によるものとし、次に掲げる書類

を添えて、当該支援金の交付を受けようとする年度の２月末日までに市長に提出し

なければならない。 

(１) 支援対象事業者の所有する車両の数が確認できる資料 

(２) その他市長が必要と認める書類 

（支援金の交付決定） 

第７条 規則第５条第２項の規定による支援金の交付の決定は、豊橋市鉄軌道事業者

電気価格高騰対策支援金交付決定通知書（様式第２）により行うものとする。 

（支援金の交付） 

第８条 支援対象事業者は、支援金の交付を受けようとするときは、当該支援金の交

付を受けようとする年度の３月末日までに市長に請求書を提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の請求書の提出を受けた後に、当該支援対象事業者に対し、支援金

を交付するものとする。 

（支援金の交付決定の取消） 

第９条 市長は、支援対象事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、支援金の

交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) この要綱の規定に違反したとき。 

(２) 支援金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき。 

(３) 提出する書類等に虚偽の事項を記載し、又は支援金の交付に関し不正な行為

があったと市長が認めたとき。 

(４) 第４条各号のいずれかに該当すると認めたとき。 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が支援金の交付を不適当と認めたとき。 

（関係書類の整備） 

第10条 支援対象事業者は、当該支援に係る事業の経理に係る書類等を、当該支援金

の交付を受けた日の属する年度の終了後５年間保存しなければならない。 

（委任） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、支援金の交付に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

附 則 

この要綱は、令和５年６月２６日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年１月１６日から施行する。 

 



 

様式第１（第６条関係）  

豊橋市鉄軌道事業者電気価格高騰対策支援金交付申請書  

 

年  月  日  

豊橋市長          様  

 

                 住 所（所在地）  

 

申請者（名称及び代表者名）  

                                   

 

豊橋市鉄軌道事業者電気価格高騰対策支援金交付要綱第６条の規定により、下記のとお

り支援金を申請します。  

 

 

記  

 

 

１ 支援対象年度               年度  

 

２ 支援金交付申請額 金            円  

  （鉄道車両   両× 円、軌道車両   両× 円）  

 

３ 添付書類  

（１）支援対象事業者の所有する車両の数が確認できる資料  

（２）その他市長が必要と認める書類  

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第２（第７条関係）  

 

豊橋市鉄軌道事業者電気価格高騰対策支援金交付決定通知書  

 

豊橋市指令都交第 号  

住 所（所在地）  

 

申請者（名称及び代表者名）  

様  

 

 

年 月 日付けで申請のありました豊橋市鉄軌道事業者電気価格高騰対策支援

金につきましては、豊橋市鉄軌道事業者電気価格高騰対策支援金交付要綱第７条の規定に

より、下記のとおり交付することを決定したので通知します。  

  

   年  月  日  

                     豊橋市長         印  

 

記  

 

１ 支援対象年度               年度  

 

２ 支援金交付決定額 金            円  

（鉄道車両   両× 円、軌道車両   両× 円）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 


